
 

 

                                                              

平 成 ２ ７ 年 １ ０ 月 １ ４ 日 

物流審議官部門物流政策課企画室 

 

「宅配の再配達の削減に向けた受取方法の多様化の促進等に関する検討会」 

報告書の公表について 

 

１．本検討会開催の趣旨 

（１）電子商取引（ＥＣ）市場の拡大に伴い宅配便の取扱件数が増加するとともに、受取人の不在等

による再配達が増加している現状を踏まえ、物流分野における二酸化炭素排出量を抑制するとともに、

労働力不足に対応するため、再配達の削減を通じた物流の効率化を推進する必要がある。 

（２）このため、平成２７年６月より、学識経験者（座長：矢野裕児 流通経済大学教授）、宅配事

業者、通販会社等からなる本検討会を３回開催し、同年９月２５日に、再配達の削減に向けた基本的

な考え方や具体的対策等についてとりまとめを行った。これに関し、本日報告書にて公表を行うもの

である。 

 

２．報告書の概要 

 （１）宅配再配達による社会的損失 

再配達により、以下の社会的損失が発生していることが判明。 

   ・営業用トラックの年間排出量の１％に相当する年約４２万トンのＣＯ２が発生(山手線の内側の２．

５倍の面積のスギ林の吸収量に相当) 

    ・年間約１．８億時間・年約９万人分の労働力に相当 

 （２）今後取り組むべき内容 

・消費者と宅配事業者等との間のコミュニケーション強化 

    ・消費者の受取への積極参加の促進 

    ・コンビニ受取の地域インフラ化 

    ・鉄道駅等での受取インフラ整備の促進   等 

 

 

【問合せ先】国土交通省物流審議官部門物流政策課企画室 針生、松井、堀 

電話番号：03-5253-8111（内線 53-315、25-402、53-334）  

直   通：03-5253-8799 FAX：03-5253-1674 

メ ー ル：hariu-k2tt@mlit.go.jp matsui-s2xm@mlit.go.jp hori-k2pc@mlit.go.jp 

 

平成 27 年 6 月より全 3回で開催されました「宅配の再配達の削減に向けた受取方法の多様化の促

進等に関する検討会」についての報告書をとりまとめましたので公表いたします。 
 
 

（別添）「宅配の再配達の削減に向けた受取方法の多様化の促進等に関する検討会」報告書 

※報告書概要は、参考資料として、上記報告書の４０ページに含まれています。 

 


